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 はじめに 

本市では、平成 13（2001）年に、「男女共同参画のための藤井寺市行動計画（ふじいでら女性プラン）」を策定しました。平成 23（2011）

年には藤井寺市男女共同参画推進条例を施行し、また、平成 28（2016）年には、「第 3期 男女共同参画のための藤井寺市行動計画～ス

クラムチャレンジプラン～」を策定しました。 

この 20 年の間に、男女共同参画にまつわる制度や法の整備はされてきたものの、依然としてジェンダーや固定的な性別役割分担意

識は根強く残っており、また、DVやセクシュアル・ハラスメント等の人権に関わる問題は深刻化し、男女共同参画社会の実現にはま

だまだ多くの課題が残されています。 

そこで、これまでの本市における男女共同参画の取組の成果や課題を踏まえ、令和 3（2021）年 3月に「第 4期男女共同参画のため

の藤井寺市行動計画～スクラムチャレンジプラン～」（以下「第 4期計画」という。）を策定しました。第 4期計画は、3つの基本目標

と 9の重点項目及び 30の施策の方向を定め、令和 7（2025）年を目標年次として、性別にとらわれず、自分らしさを大切にしながらい

きいきと暮らしていける男女共同参画社会の実現を目指し、全庁的に取り組んでいくものです。また、第 4期計画の一部を、女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律に規定される「市町村推進計画」及び 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律に規定される「市町村基本計画」として位置付けています。 

本実績報告書は、令和 3年度において実施された男女共同参画施策の取組をまとめたものです。今後も、男女共同参画社会の実現に

向け、積極的かつ着実な施策の推進をよろしくお願いいたします。  

なお第 4期計画では、令和 7年度までに「審議会等における女性委員の参画率 35.0％」を目標に掲げています。関係部課におきまし

ては、目標値の達成に向け、ご理解とご協力をお願いいたします。 
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1．行動計画施策体系図

基本目標 重点項目 施策の方向

① 多様な媒体による男女共同参画推進のための広報・啓発活動の充実
② 男女共同参画の視点に立ったメディア・リテラシーの育成
③ 男女共同参画ルームの充実
① 男女共同参画の視点に立った保育・教育の推進
② 性別にとらわれず多様な選択を可能にする学習機会の確保
③ 生涯を通じた男女共同参画に関する学習の充実
① 審議会等への女性の参画促進（参画率35.0%以上を目標）
② 地域活動における男女共同参画の推進
③ 男女共同参画の視点を持つ人材の養成と支援
④ 男女共同参画の視点で活躍する団体への支援
① 事業所への啓発
② あらゆるハラスメント防止対策の推進
③ 女性の就労や起業に関する支援
① ワーク・ライフ・バランスの啓発
② 男女共同参画の視点に立った子育て支援施策の推進
③ 男女共同参画の視点に立った高齢者介護施策の推進
④ 育児・介護等への男性の参画促進
① 職員の男女共同参画意識の高揚
② 庁内推進体制の充実
③ 女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の推進
① 妊娠・出産等のライフステージに応じた心身の健康支援
② 喫煙・飲酒などによる健康被害の予防に関する啓発
③ 性に関する情報提供と教育の推進
① 男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立
② 男女共同参画の視点を取り入れた地域防災力の向上
① ＤＶなどあらゆる暴力を許さない意識の啓発
② 加害者も被害者も生まないための取組の検討
③ 相談窓口の充実・周知および相談体制の強化
④ 被害者の保護と自立支援
⑤ 庁内関係課や関係機関とのネットワークの強化

１ 性の尊重と健康への支援

３ あらゆる暴力の根絶
  【DV防止基本計画】

1 あらゆる分野における
 性別役割分担意識の変革

２ 男女共同参画を浸透
    させる教育・学習の充実

１ 意思決定過程における
    男女共同参画の推進

２ 働く場での男女共同参画の推進
 【女性活躍推進計画】

３ ワーク・ライフ・バランスの推進
  【女性活躍推進計画】

２ 防災における男女共同参画の推進

４ 藤井寺市の男女共同参画の職場づくり

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

男女共同参画に対する正しい理解
の促進

男女がともに社会のあらゆる分野
に参画する機会の確保

誰もが安心して暮らせる環境の整
備
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2．基本目標における施策状況実施

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

広報紙による啓発 協働人権課 6月の男女共同参画週間に合わせて、市広報紙6月号にて男女共同参画特集記事を掲載した。 -

ホームページによる
啓発

協働人権課
市のホームページにて「男女共同参画」のカテゴリーを設け、イベント情報や啓発資料、男女共同参画の推進施
策に関する情報を発信した。

-

啓発リーフレットの
作成・配布

協働人権課
男女共同参画情報誌「まい・ゆあ・せるふVol.10」を作成し、市HPへの掲載、市役所ロビーへの配架等を行い、
市の男女共同参画施策の取組を周知した。

-

啓発動画の配信 協働人権課
男女共同参画に関連したテーマ（ＤＶ、アンコンシャス・バイアス）について、藤井寺市公式YouTubeチャンネ
ルにて動画配信を行った。

-

男女共同参画フォー
ラム

協働人権課

市 を対象として、男 共同参画への理解を深めるための映画上映会および講演会を藤井寺市 権のまちづくり
協会との共催により、以下のとおり実施した。
内容：【第１部】講演「実写版『アラジン』の魅 ！！」〈講師〉今井 の実 （関 学院 学 間福祉学部教
授）【第２部】映画上映「アラジン」／ 時：7 3 （ ）13時 16時15分／参加者：27 

250,000

男女共同参画に関す
る本の購入・収集

図書館

働く親の育児・介護の本、資格や進路など職業選択に関する本、ジェンダー問題に関する本、ハラスメントの防
止対策など、男女共同参画に関する本を収集し、提供した。それ以外にも子ども向きの啓発本、性教育について
の本を用意した。また、「人権に関する本のコーナー」を常設しており、ハラスメント、DV、女子差別撤廃条約
についての本などを揃えた。

他の図書と区別
なく購入してい
る為、不詳

重点項目１ あらゆる分野における性別役割分担意識の変革

基本目標Ⅰ 男女共同参画に対する正しい理解の促進

施策の方向①  多様な媒体による男女共同参画推進のための広報・啓発活動の充実
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

広報紙の点検 秘書広報課
毎月発行している「広報ふじいでら」の中で、男女の固定的役割分担へと結びつくような内容の文面やイラスト
を使用しないよう、その表記方法も含めて編集の段階で点検した。また、男女共同参画の実現のため、広報編集
委員12人のうち女性5人を人選し、多様な視点も取り入れた広報紙づくりを目指した。

-

表現ガイドラインの
活用

協働人権課
市の情報発信において、職員が男女共同参画の視点を持つように、「職員のための男女共同参画の視点からの表
現ガイドライン」を庁内ネットワークに登録し活用を促した。

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

男女共同参画に関す
る図書や資料の収
集・提供

協働人権課
男女共同参画に関する図書の貸出を実施するとともに、新たに25冊の図書を購入した。また、国や地方自治体の
発行資料を収集し、男女共同参画ルームにて随時配架して提供した。

32,822

施策の方向②  男女共同参画の視点に立ったメディア・リテラシーの育成

施策の方向③  男女共同参画ルームの充実
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

男女平等教育の指導 学校教育課
年度当初、校園 研修会において、「男 平等教育事例集」等の活 について市の重点教育課題のひとつとして
指導した。（男女平等教育事例集の活用状況：100％）

-

学校園における男女
平等教育の推進

学校教育課
すべての教育活動において男女の人権を尊重し、児童、生徒の発達段階に応じた共生教育の充実を図るよう各学
校園に指導した。また、校内研修の充実を図った。

-

男女混合名簿の実施 学校教育課 市内7小学校、3中学校のすべての小中学校で実施した。 -

制服･体操服の点検 学校教育課

制服…市内全中学校において、男子、女子ともに制服であり、第三中学校のみ女子はスカート及びズボンの着用
は選択制としている。藤井寺中学校は令和4年度新入生から制服をリニューアルし、スカートとズボンの選択制に
変更する。道明寺中学校は令和4年度より制服のリニューアルに向けた検討を行う。
体操服…小･中学校では、男女とも同色の上下体操服を適用した。

-

教科書の点検 学校教育課 小学校の家庭科及び中学校の家庭科、技術科では男女共修を実施した。 -

男女平等の視点に
立った教育・保育の
推進

保育幼稚園
課

乳幼児が常に安心感をもって十分活動できるよう配慮し、心身ともに健全で調和のとれた豊な人間性をもった子
どもの育成をめざし保育を実践した。

-

研修会の開催 学校教育課
会議や校内研修を通して、人権研修の一環として男女平等教育を含む教材集の活用等について学ぶ機会を設け
た。

-

重点項目２ 男女共同参画を浸透させる教育・学習の充実

施策の方向①  男女共同参画の視点に立った保育・教育の推進

4



事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

進路指導の推進 学校教育課
小・中学校9年間を見通した進路指導の推進のため、小学校より、多様な価値観を認め合える教育及びキャリア教
育を実施した。また、職業体験学習において職業に対する固定的な性別役割分担意識を助 する考えの払拭、解
消を図った。

-

小・中学校における
キャリア教育の推進

学校教育課

以下の取組を実施した。
・ 人権尊重を基盤とした職業観の育成
・ 職業体験学習、ボランティア活動を通し、社会や生き方について「自ら学び、考える力」を育成
・ 市内中学校における職業体験学習（新型コロナウイルス感染拡大のため計画のみで実施せず）
・ 全小学校におけるゆめ・こころのプロジェクト・ドリームプレゼンターの学校派遣
・ 市内全小中学校におけるボランティア活動

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

親子クッキング 健康課
食事作りを通じて、食のバランスを身につけてもらうことを目的として開催した。
対象：小学生とその保護者／実施回数：5回／参加者：82人

184,086

幼児クッキング 健康課 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止 -

料理教室 生涯学習課 簡単ヘルシー料理、簡単に作れる料理教室の実施。 42,000

施策の方向②  性別にとらわれず多様な選択を可能にする学習機会の確保

施策の方向③  生涯を通じた男女共同参画に関する学習の充実
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

関係各課

目標達成に向け、平成25年4月1日に制定した「藤井寺市審議会等委員への女性登用促進要綱」に基づき、全庁的
に女性委員登用促進を図った。
・地方自治法第180条の5に基づく委員会（令和4年3月31日現在）
 機関数6 ／委員数37人／女性委員数7人／女性比率18.9%
・地方自治法第202条の3に基づく委員会（令和4年3月31日現在）
 機関数46／委員数369人／女性委員数105人／女性比率28.5%
・全体（令和4年3月31日現在）
 委員数406人／女性委員数112人／女性比率27.6%

-

協働人権課 審議会等を所管している関係部課に対して、一人でも多い女性委員の登用に向けた取組を依頼した。 -

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

ホームページによる
周知

協働人権課 市のホームページにて、地域活動における男女共同参画の推進に関する情報を提供した。 -

基本目標Ⅱ 男女がともに社会のあらゆる分野に参画する機会の確保

審議会等への女性委
員の参画促進

重点項目１ 意思決定過程における男女共同参画の推進

施策の方向② 地域活動における男女共同参画の推進

施策の方向①  審議会等への女性の参画促進（参画率35.0%以上を目標）
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

男女共同参画推進講
座

協働人権課

○男女脳のからくり
性別のレッテルを取り払い、個性を尊重する見方を養うための講座を開催した。
 時：1 18 （ ）10時 11時30分／参加者：13 ／講師：四本 裕   （東京 学 学院総合 化研究科
准教授）／実施形態：オンライン
○韓国ドラマの  さを探る 『冬のソナタ』から『愛の不時着』まで 
韓国ドラマをとおして、ジェンダーへの理解を深める講座を開催した。
 時：3 12 （ ）10時 12時／参加者：9 ／講師： 下 英愛  （ 教 学 学部教授）／実施形態：オ
ンライン

60,000

男女共同参画ルーム
の開設

協働人権課

パープルホール3階に以下のとおり開設し、ワーキングルーム（グループ登録制）、フリースペース、情報コー
ナーを設け、男女共同参画を目指す活動の場として提供した。
・フリースペース…時間：9時 17時（ ・ 曜 除く）
・ワーキングルーム…時間：9時 17時（ 曜 除く）／登録団体：10団体（令和4年4 1 現在）

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

連合婦人会活動への
支援

生涯学習課
連合婦人会活動へ補助金を交付するなど支援を行った。
主な事業：編物・リフォーム教室の開催・作品展示

88,227

保健推進員活動への
支援

健康課

保健推進員（総人数27人）の以下の活動へ支援を行った。
１．通年事業：乳幼児健診での補助業務、PRポスターをボードに掲示
２．各種会議の開催：献 キャンペーンへの参加、各部会への参加（①PRイベント部会、②  部会）、各種事
業（健康教育等）への動員
（令和3年度においては事業計画はあったが、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、中止事業あり）

338,916

施策の方向④  男女共同参画の視点で活躍する団体への支援

施策の方向③  男女共同参画の視点を持つ人材の養成と支援

7



自主研究グループみ
らいへの支援

協働人権課
自主研究グループみらい（平成13年度に企画した女性講座の修了生たちが集まって発足した、女性問題の自主研
究グループ）と協働して男女共同参画推進講座を企画した。

-

男女共同参画ルーム
の開設【再掲】Ⅱ-
１-③

協働人権課

パープルホール3階に以下のとおり開設し、ワーキングルーム（グループ登録制）、フリースペース、情報コー
ナーを設け、男女共同参画を目指す活動の場として提供した。
・フリースペース…時間：9時 17時（ ・ 曜 除く）
・ワーキングルーム…時間：9時 17時（ 曜 除く）／登録団体：10団体（令和4年4 1 現在）

-
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

事業主に対する各種
情報の提供

商工労働課
男女雇用機会均等やワーク・ライフ・バランスの推進のため、パンフレット・ポスター等により事業主に対する
関係法令等の周知・啓発を行った。

723,348

創業支援事業 商工労働課
関係機関と連携し、創業を希望する方に対する相談や、創業された方に対するフォローアップを通じて、地域に
おける創業支援の充実を図った。

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

男女共同参画推進講
座

協働人権課

○職場で活かせる褒め講座
職場での良好な対人関係を築くために、お互いを尊重するコミュニケーション術を習得する講座を開催した。
 時：令和3年10 3 （ ）10時 12時／参加者：13 ／講師：薄井 修司  （ 般社団法  本ほめる達 
協会  阪 部 ）／実施形態：対 

30,000

施策の方向①  事業所への啓発

重点項目２ 働く場での男女共同参画の推進  【女性活躍推進計画】

施策の方向②  あらゆるハラスメント防止対策の推進
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

地域就労支援事業 商工労働課
雇用・就労を実現できない者や就労意欲が低い学卒無業者などに対して、一人ひとりに応じた就労支援メニュー
の提供や資格講座・合同面接会を実施することで、就労阻害要因の克服や就労に関する意識意欲の向上を図り、
地域の関係機関と連携し雇用・就労につなげた。

-

子・父子自立支援
プログラム策定

子育て支援
課

       援プログラム策定員が児童扶養 当の受給者（ 活保護受給者を除く）の  ・就労 援のた
め、個々の受給者のケースに応じた自立支援プログラムを作成し、受給者の自立・就業に結びつけた。

0

ひとり親家庭自立支
援教育訓練給付金

子育て支援
課

ひとり親家庭の  は が職業能 の開発のために雇 保険制度等の教育訓練給付の指定講座等を受講する場
合、受講料の6割相当額の補助を行った。

103,290

ひとり親家庭高等職
業訓練促進給付金

子育て支援
課

ひとり親家庭の  は が経済的  に効果的な資格（看護師、准看護師、保育 、介護福祉 、作業療法 、
理学療法 、 科衛  、美容師、社会福祉 、製菓衛 師、調理師。）を取得するため、養成機関で１年以上
修業する場合、修業期間全期間（上限３年）において、 額100,000円（市 税 課税世帯）または 額70,500円
（市 税課税世帯）を 給する。

7,026,000

ひとり親家庭高等学
校卒業程度認定試験
合格支援給付金事業

子育て支援
課

養成機関の受講料の2割を受講終了時給付金（上限100,000円、下限4,000円）として、また、受講終了日から2年
以内に高等学校卒業程度認定試験の全科目に合格した場合、受講料の4割を合格時給付金として支給する。

0

子自立支援員の配
置

子育て支援
課

       援員を配置し、  家庭・  家庭及び寡婦の に対する    寡婦福祉資 の貸付や離婚前
の相談も含め、あらゆる相談に応じ、自立に必要な情報提供も行った。

0

子生活支援施設事
業

子育て支援
課

さまざまな問題のために児童の養育が十分にできない場合に、児童と一緒に児童福祉施設へ入所することによ
り、自立を支援した。

0

ひとり親家庭等無料
法律相談事業

子育て支援
課

大阪弁護士会より派遣された弁護士による、ひとり親家庭等を対象とした無料法律相談を行い、養育費の取り決
めや面会交流の支援に関する困難事例への対応等を行った。

396,000

施策の方向③  女性の就労や起業に関する支援
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労働に関する情報の
提供

協働人権課
ドーンセンターや大阪府が開催する女性のための就労支援等の講座情報のチラシを市役所の情報交流ひろばや男
女共同参画ルームにて配架提供した。

-
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

ホームページによる
啓発

協働人権課
啓発資料（男女共同参画情報誌まい・ゆあ・せるふVol.7）を市のホームページに掲載し、ワーク・ライフ・バラ
ンス推進に関する啓発を行った。

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

障害児に対する支援
施策

学校教育課
障害児に対する支援施策の充実を図った。
肢体不自由児訓練士報償費、支援教育研修会（教育相談を含む）、通学援助金制度

1,570,000

子育てママのおしゃ
べりサロン

生涯学習課
子育て支援グループ“アイセル”のボランティアのサポートによる子育て中の保護者の集いで、子育てにおける悩み
の相談や保護者どおしの交流を図ることを目的に実施を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め活動自粛した。

0

親子ふれあい広場 生涯学習課
全身を使った遊びを親子で行いながら、幼児にとって心身のバランスのとれた発達をめざすとともに、保護者ど
おしの交流の機会に役立てる教室を実施を予定していたが、応募人数が少数だったため開講せず。

0

はぐくみ学級 生涯学習課
乳幼児を中心とした就学前の子を持つ保護者を対象に子育てのあり方についての学習機会を提供するため実施を
予定していたが、応募人数が少数だったため開講せず。

0

施策の方向①  ワーク・ライフ・バランスの啓発

重点項目３ ワーク・ライフ・バランスの推進  【女性活躍推進計画】

施策の方向②  男女共同参画の視点に立った子育て支援施策の推進
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放課後児童会 生涯学習課

放課後に保護者が不在となる児童に、仲間と一緒に楽しく遊ぶ場を提供し、保護者と指導員が協力しながら、集
団生活の中で、自主的･計画的、安全にすごすことができるよう生活習慣を養うことで、当該児童の健全な育成を
図ることを目的として、市立小学校7校内で実施した。

121,813,981

こんにちは赤ちゃん
事業

健康課
乳児のいる家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供等を行うとともに、心身の状況・養育環境等の把握や助
言を行った。
対象： 後4か 頃までの乳児のいる家庭／実績：372 

775,656

キッズくらぶ 健康課

教室参加を通して保護者の育児不安や育児負担などを軽減し、  の健全育成を図ることを 的として実施し
た。
対象：1歳6か月児健康診査において保護者が育児上の困難感じている親子等
実績：2回×1コース 計6回 延人数：88人

88,540

赤ちゃんルーム 健康課
交流の場を通して孤立化を防ぎ、育児支援を行うことを目的として実施した。
回数：5回／対象：生後6か月までの乳児等とその保護者／参加者：延34組 延人数：68人

64,000

赤ちゃんクッキング 健康課
離乳食の正しい知識の普及を目的として開催した。
対象：4 7か 児を持つ保護者／実施回数：6回
延人数：58人（保護者と赤ちゃん合わせて）

97,253

児童会名 開設場所 在籍児童数
あおぞら学級 藤井寺小学校内 １０５人
ふじのこ学級 藤井寺南小学校内 １２２人
すぎのこ学級 藤井寺  学校内 １１０人
なかよし学級 藤井寺北小学校内 ８０人
たけのこ学級 道明寺小学校内 ９０人
ひまわり学級 道明寺東小学校内 ６０人
たんぽぽ学級 道明寺南小学校内 ６５人
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きらりキッズ―子育
てネットワークづく
りの支援、子育て相
談機能の充実―

保育幼稚園
課

・市立幼稚園（4園）で毎月2回（8月を除く）幼稚園の一部教室や園庭などを利用し、幼稚園を地域子育てのコ
ミュニティの場として事業を実施した。
※道明寺幼稚園は月1回きらりキッズ、もう一回は園庭開放
・子育て相談についても随時実施を図り、子育て環境の充実を図った。

-

延 保育
保育幼稚園
課

保護者の就労形態の多様化、勤務時間等の増加に対応するため、延 保育を、市 第1・2・3・4保育所、ひかり
こども園、ラミー保育園、惣社保育園、ふじの子保育園、ふじの子第二保育園、ななこども園、キングダム・
キッズ 藤井寺、ふじみ保育園で実施した。

4,999,400

一時保育
保育幼稚園
課

週2 3 のパート勤務や急病、葬祭等の緊急時に対応する 時保育を市 第1保育所、ひかりこども園、惣社保育
園、ふじみ保育園で実施した。

15,995,086

わんぱく広場
保育幼稚園
課

就学前の児童とその保護者を対象に、市立保育所とななこども園で、遊びや子育ての悩み相談などに対応した。 -

育児の悩み電話相
談・子育て「ほっ
と」ダイヤル

保育幼稚園
課

子育ての悩みを気軽に相談していただき、経験豊富な保育士が相談に応じた。 -

ファミリーサポート
センター事業

子育て支援
課

市が設立したファミリーサポートセンターに、育児の援助を行いたい者と育児の援助を受けたい者が、会員とし
て登録し、相互援助活動を行った。

166,668

子育てネットワーク
づくりの支援

子育て支援
課

子育て支援団体と連携し、地域の子育てネットワークづくりを進めた。 -

子ども家庭総合支援
拠点事業

子育て支援
課

子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、子ども等に関する相談全般から在宅支援を中心とした、
より専門的な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務までを行うもので、子ども家
庭支援員及び虐待対応専門員を配置することで相談機能の強化を行い、相談支援の充実を図った。

3,204
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地域子育て支援拠点
事業

子育て支援
課

（一般型）5か所
子育て親子の交流の場の提供及び交流の促進、子育て等に関する相談及び援助、地域の子育て関連情報の提供、
子育て及び子育て支援に関する講習等を実施する。

44,111,000

カンガルー教室
子育て支援
課

育児に関する心配事や不安について、保護者と一緒に考え、遊びの経験を通じて親子とともに、豊かな力を育て
ていけるよう支援した。

551,927

子育てマップ
子育て支援
課

子どもの遊び場や子育てにかかわる施設やサービスなど、子育てに必要な情報をとりまとめた子育てマップを作
成し、配付した。

327,800
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

在宅訪問 科事業 健康課
 の健康維持・回復の為に 科医師と 科衛  が訪問により 科検診及び診療を実施するもの。
延人数：0人

-

一般介護予防事業 健康課

一般介護予防事業として以下の事業を実施した。
①介護予防講座
 的：介護予防に関する知識の普及・啓発を う／対象：65歳以上の市 ／実績：10回・延 数76 
②介護予防手帳
目的：介護予防事業等の記録を記入し、対象者本人の自覚を促す／対象：介護予防事業の対象者等／実績：29 冊
③男性料理教室地域の会（わいわい親和会）
目的：介護予防に資する地域活動組織の育成・支援等を行う／対象：男性の健康料理教室を卒業した方／実績：4
回・45人
④お達者くらぶ
 的：介護予防に関する知識の普及、啓発に努め、主体的な健康増進を 指す／対象：65歳以上の市 ／実績：
21回・延人数：208人
⑤健康教育
 的：正しい知識の普及を図ることにより、健康の保持増進を図る／対象：65歳以上の市 等／実績：0回・0 
⑥健康相談
 的：  の健康に関する個別の相談に応じ、家庭における健康管理を図る／対象：65歳以上の市 ／実績：88
回・351人
⑦訪問指導
 的：必要な指導を い、  機能の低下の防 と、健康の保持増進を図る／対象：65歳以上の市 ／実績：0 
⑧元気はつらつクラブ
 的：要 援・要介護状態等となることを予防し、ＱＯＬの向上を 指す／対象：65歳以上の市 ／実績：7回・
延人数：67人

535,054

施策の方向③  男女共同参画の視点に立った高齢者介護施策の推進
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事業名・取組名 担当課 事業内容・取組内容 決算（円）

男性の健康料理教
室・わいわい教室

健康課
食の基礎を学ぶことを目的として開催した。
実施回数：16回／対象者： 20歳以上の男性／参加者：延109人

240,831

施策の方向④  育児・介護等への男性の参画促進
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

職員啓発チラシの配
布及び掲示

協働人権課
啓発リーフレット「La seeeek」を庁内ネットワークを利用して新採職員に対して周知を行うとともに、庁内更衣
室に掲示して、職員に啓発した。

-

職員向け研修 学校教育課

①セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントに関す
る苦情・相談窓口を設けるとともに、府教育委員会作成の「教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハ
ラスメントを防止するために Ｑ＆Ａ集」を活用しての研修を実施した。 令和3年度相談件数：0件
②職場におけるパワー・ハラスメントの防止および対応に関する指針（平成23年2月）、職場におけるセクシュア
ル・ハラスメントの防止及び対応に関する指針（平成29年9月）、職場における妊娠・出産・育児休業等に関する
ハラスメントの防止及び対応に関する指針（平成29年9月） 学校へ周知徹底を図るよう指導した。

-

新規採用職員研修 人事課
実施方法：庁内ネットワークを用いた研修
テーマ：｢男女共同参画社会について｣
受講者：令和3年度新規採用職員23人

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

人権推進員の配置 協働人権課
市政のあらゆる業務を、男女共同参画を含め人権尊重の視点を持って推進していくため、各課（室）に1人の人権
推進員を配置し、男女共同参画の視点からの職場づくりに努めた。

-

施策の方向②  庁内推進体制の充実

施策の方向①  職員の男女共同参画意識の高揚

重点項目4 藤井寺市の男女共同参画の職場づくり
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

学校運営の意思決定
の場への女性参画の
推進

学校教育課
市内 中学校10校で 性校 （3 ） 性教頭（3 ）を登 している。また学校において学校運営への 性参画
を推進した。

-

女性職員の登用促進
（令和3年4月1日現
在）

人事課

以下のとおり女性職員を登用した。
主幹以上 ：56人（男性127人）（令和3年4月1日現在）
令和3年度女性職員の昇任
部 級：1 、次 級：1 、課 級：2 、課 代理級：14 、主査級：6 
（令和3年4月1日現在）

-

育児休業、介護休
暇、産前休暇、子の
看護休暇等の周知

人事課
育児休業・介護休暇・産前休暇、子の看護休暇等に関する条例及び規則を周知し、制度について啓発を推進し、
取得の促進を図った。

-

男性職員の育児参加
のための休暇の周知

人事課
出産に係る子については産後8週間、上の子については産前8週間、産後8週間の間で5日取得可能な制度について
周知を行った。「男性職員の子育て制度の手引き」を作成し、周知を図った。給与明細の裏面に男性の育休促進
のパンフを掲載し、周知を図った。

-

施策の方向③  女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の推進
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藤井寺市特定事業主
行動計画の推進

人事課

職員が子どもたちの健やかな育成に取り組むことができるよう、職場を挙げて支援していくため、次世代育成支
援対策推進法に基づき平成19年2月に策定された藤井寺市特定事業主行動計画（令和３年４月）を推進するため、
啓発資料の作成・配布等により、行動計画の内容を周知徹底した。
○藤井寺市特定事業主行動計画の内容
（１） 妊娠中及び出産後における配慮
   女性職員の身体的負担等を考慮した職場環境の整備に努める。
（２） 子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進
  出産後の配偶者を支援するため、子どもの出生時における父親の休暇取得の促進を図る。
（３） 育児休業等を取得しやすい環境の整備等
  不安を感じることなく育児休業を取得できるように、代替要員等の措置について検討をすすめるとともに職
場復帰への支援等の充実を図る。また、育児休業に関する制度や手続き等の情報提供を拡充する。
（４）時間外勤務の削減
  子育てを職場としてサポートしていくという観点からも、さらなる削減を図る。
（５）休暇の取得の促進
  年次休暇を取りやすくするため、計画的な年次休暇の取得の推進に取り組む。また、子の看護休暇等の特別
休暇の取得促進を図る。

-

時間外勤務削減の推
進

人事課
職員の健康保持と勤労意欲の増進を図る観点から、時間外勤務の取り扱いは、1ヶ月45時間以下、1年間360時間
以下であること、またノー残業デーの徹底の通達を行った。

-

職員向けの苦情・相
談窓口

人事課

セクシュアル・ハラスメントに関する苦情・相談窓口を人事課に設けるとともに、相談員を人事課、協働人権
課、教育総務課、市 病院事務局に所属する職員のうちから指名し、セクシュアル・ハラスメントに関する苦情
相談に対応した。
また、 事課 が必要と認めた場合は、苦情処理委員会を開催し、苦情処理委員会は当該事案を調査審議し、調
査の結果、セクシュアル・ハラスメントの事実が確認された場合、任命権者が加害者に対して懲戒処分を含む措
置を行うこととしている。
令和3年度相談件数：0件
給与明細の裏面にハラスメント防止のパンフを掲載し、周知を図った。

-
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ワーク・ライフ・バ
ランスの啓発

協働人権課
職員向け啓発リーフレット「ワーク・ライフ・バランスの推進」を作成し、庁内ネットワークを利用して全職員
にワーク・ライフ・バランスについて啓発を行った。

-

セクシュアル・ハラ
スメント、パワー・
ハラスメントの防止
に向けた指導

学校教育課 年度当初、校 研修会において指導。校内での相談体制を整えるとともに、周知を図るよう指導した。 -
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

訪問指導 健康課
心身機能の低下防止と健康の保持増進を図ることを目的として実施した。
対象：40 64歳の市 ／実 数： 38 ／延 数：69 

-

乳がん・子宮がん検
診

健康課
以下のとおり実施した。
・乳がん：1,019人（集団検診）／245人 （個別検診）
・子宮がん：66人（集団検診）／1,248人（個別検診）

18,438,633

健康教育 健康課
「自らの健康は自らがつくる」という認識と自覚を高め、健康の保持増進に資することを目的として実施した。
集団健康教育： 23回 178人

-

健康相談 健康課
生活習慣病の予防や改善に関する個別の相談に応じ、家庭における健康管理を図ることを目的として実施した。
対象：40 64歳の市 ／実績：44回 79 

-

住 健康診査 健康課
特定健康診査の内容に加え、補助的に実施することにより、健康についての認識と自覚を高めることを目的に実
施した。
対象：40歳以上の特定健康診査の対象者、及び後期高齢者医療健康診査対象者／受診者数：8,813人

39,390,362

生活習慣病予防のた
めの料理教室

健康課

生活習慣病予防の基礎知識を身につけることにより、本人、家族の健康の保持増進を図ることを目的として開催
した。
対象：20歳以上の市 ／実施回数：6回／参加者：54 
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため回（1コース）中止。

103,700

  健康 帳 健康課
妊婦に  の健全育成を図ることを 的として  健康 帳を交付した。
届出数：425人

75,900

施策の方向①  妊娠・出産等のライフステージに応じた心身の健康支援

基本目標Ⅲ 誰もが安心して暮らせる環境の整備

重点項目１ 性の尊重と健康への支援
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妊婦一般健康診査 健康課
妊娠高血圧症候群、糖尿病、貧血やその他の合併疾患のチェックを行い、流産・死産・未熟児出生等を予防する
ことを目的として実施した。
受診者：実人数621人 延人数5,118人

42,650,193

マタニティ（両親）
教室の開催

健康課
実習や講義を通して親としての意識を め、  の健全育成を図ることを 的として開催した。
対象：妊婦及びその配偶者／実施回数：4回／延人数：52人

64,000

妊産婦・乳幼児保健
指導

健康課
 育てをめぐる環境の変化に対応しつつ、育児不安の解消等の 活 援を い、  の健全育成を図ることを 
的に実施した。
面接・電話：延人数3,474人／訪問（こんにちは赤ちゃん事業含む）：延人数1,202人

-

乳児一般健康診査 健康課
乳児の疾病の早期発見を行うとともに乳児の健康の保持増進を図ることを目的として実施した。
受診者：393人

2,542,399

乳児後期健診 健康課
乳児の疾病の早期発 や成 発達を確認することを 的として実施した。
受診者：376人

2,498,144

4か月児健康診査の
実施

健康課
4か月児の疾病の予防、早期発見・早期治療を図るとともに保護者に健康相談、保健指導を実施し、乳児の健全な
育成を図ることを目的として実施した。
受診者：403人

1,294,358

1歳6か月児健康診査 健康課
1歳6か月児の疾病の予防、早期発見・早期治療を図るとともに保護者に健康相談・保健指導を実施し、幼児の健
全な育成を図ることを目的として実施した。
受診者：393人

2,528,845

2歳6か月児 科健康
診査

健康課
う蝕の急増期である2歳6か 児及びその保護者に対し、う蝕等の 科疾病の予防を図ることを 的として実施し
た。
受診者：集団健診391人

1,001,066
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3歳6か月児健康診査 健康課
3歳6か月児の疾病の予防、早期発見・早期治療を図るとともに保護者に健康相談・保健指導を実施し、幼児の健
全な育成を図ることを目的として実施した。
受診者：434人

2,674,590

経過観察健康診査 健康課
乳幼児健康診査や相談の結果、経過観察を必要とする乳幼児に対して健診・相談を行い、疾病の早期発見及び健
全な育成を図ることを目的として実施した。
すくすく健診（身体）：161人／ふれあい相談（精神）：268人

1,216,712

妊婦 科健康診査 健康課
妊娠中は体調や 活習慣の変化で、 周疾患に罹患しやすくなるため、 科健康診査を い、予防や早期発 ・
早期治療を図った。
受診者数：140人

924,000

子育て世代包括支援
センター

健康課
妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して相談支援を行い、必要に応じて支援プランを策定し、
関係機関と連携して包括的な支援事業を実施した。

9,463,863

産婦健康診査 健康課

産後うつの予防、新生児への虐待予防等を図るために、出産病院等において、産後２週間と１か月の２回、問
診・診察・エジンバラ産後うつ病問診票等を実施した。
受診者数：実人数：400人
     延人数：569人

2,743,978
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

たばこの害の啓発 健康課
禁煙による健康増進を図るため、広報への記事記載やリーフレットを棚に設置するなどしてたばこの害について
啓発活動を実施した。

-

妊娠届時の喫煙・飲
酒のアンケート

健康課
妊娠届時のアンケートの項 で、飲酒（妊婦）、喫煙（妊婦と家族）の状況を確認し、該当する には 体及び
胎児への影響を説明し、禁煙・禁酒に向けての指導を実施した。
妊娠届出数：425人

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

性行為感染症等防止
に向けた教育の推進

学校教育課
中学校の保健・道徳の授業の中で、エイズをはじめとする性行為感染症に関する正しい知識の普及・啓発を推進
した。

-

男女共同参画推進講
座

協働人権課

○動画で学ぶ、子どもに伝える性教育
性への理解を深めるために、「性についての基礎知識」「子どもへの性の伝え方」について学ぶ講座を開催し
た。
配信期間：10 15 （ ） 11 14 （ ）／全4回／講師：佐保  美奈    （ 阪府  学 学院看護学研究
科准教授）、徳永  桂子  氏（思春期保健相談士）／申込者数：135人／実施形態：オンデマンド方式

120,000

施策の方向②  喫煙・飲酒などによる健康被害の予防に関する啓発

施策の方向③  性に関する情報提供と教育の推進
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

防災対策への女性の
参画の促進

危機管理室
地域防災計画へ避難所運営や災害復旧等への女性の参画を推進すること等を記載した。また、藤井寺市防災会議
委員のうち、機関の推薦により委嘱する者について、女性委員の推薦を考慮するよう依頼した。

-

男女共同参画の視点
を入れた避難所運営

危機管理室 職員配備体制について、各避難所に１人以上女性を配置した。 -

男女共同参画の視点
を取り入れた備蓄品
等の整備

危機管理室
防災ガイドブックの備蓄品及び非常持出し品の例として、女性が必要とする品目を掲載し、市の備蓄計画に基づき
生理用品等の女性が必要とする備蓄品の整備に取り組んだ。

137,267

「相互支援ネット」
への登録

協働人権課

男女共同参画センター（男女共同参画担当部局）との相互ネットワークを構築することにより、共助の円滑化を
図るとともに、大規模災害発生時に全国から物資、人、情報等を集約し発信することで、被災地へ的確に物資等
を提供し支援できる体制を整備することを目的とした「災害時の男女共同参画センター等の相互支援ネットワー
ク（相互支援ネット）」に登録した。

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

ホームページでの啓
発

協働人権課 市のホームページにて、男女共同参画の視点からの防災の必要性について啓発を行った。 -

重点項目２ 防災における男女共同参画の推進

施策の方向①  男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立

施策の方向②  男女共同参画の視点を取り入れた地域防災力の向上
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

ＤＶ、セクシュア
ル･ハラスメント等
防止に向けた研修の
推進

学校教育課 DV、セクシュアル･ハラスメント等の防止に向けた教職員研修会を実施した。 -

パープルリボンの配
布

協働人権課
女性への暴力の根絶を訴えるパープルリボンを配布して啓発した。
配布場所：協働 権課窓 、市役所情報交流ひろば、男 共同参画ルーム、市 総合会館受付
     郵便局（市内7か所）

-

パープルライトアッ
プ

協働人権課
女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせて、女性に対する暴力根絶を願いパープルライトアップを行った。
（市役所本庁舎）11 12 （ ） 18 （ ）  18時 22時
（アイセル シュラ ホール）11 19 （ ）  18時 20時

-

「女性に対する暴力
をなくす運動期間」
啓発パネル展

協働人権課
女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせ、女性に対する暴力防止啓発のためのパネル展を実施。 ※児童虐
待防止を訴えるオレンジリボンと連携して実施。
実施 ：11 17 （ ） 26 （ ）  9時 17時30分／場所：市役所1階ロビー

-

「ストップ！ＤＶ・
性暴力」パネル展

協働人権課
ＤＶや性暴力について理解を深めるパネルを作成し、展示を実施した。
実施 ：3 14 （ ） 18 （ ） 9時 17時30分／場所：市役所1階ロビー

280,000

広報紙による啓発 協働人権課
市広報紙の「知ろう学ぼう人権」で、女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせて11月号でＤＶを取り上げ
た。

-

施策の方向①  ＤＶなどあらゆる暴力を許さない意識の啓発

重点項目３ あらゆる暴力の根絶  【ＤＶ防止基本計画】
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DV啓発動画の配信 協働人権課 ＤＶについて、藤井寺市公式YouTubeチャンネルにて動画配信を行った。 -
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事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

女性への暴力や買売
春等防止に向けた教
育の推進

学校教育課 授業等において、正しい知識の指導や適切な情報を理解するための啓発活動を推進した。 -

デートＤＶ出前講座
の提供

協働人権課
若年層へのＤＶに対する理解向上を図るために、若年層の間で問題となっているデートＤＶ（交際相手からのＤ
Ｖ）についての出前講座を提供した。
対象：市内中学校・高等学校の生徒／実績：なし

-

デートＤＶの予防啓
発

協働人権課
若年層へのデートＤＶ予防のため、デートＤＶに関してホームページで周知を行い、成人式にて当該ホームペー
ジを案内した。

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

相談カードの設置 協働人権課
「女性のための相談カード」を公共施設の女性用トイレに設置して、相談先を周知した。
設置場所：市役所本庁、市 総合会館、図書館、病院、体育館、アイセルシュラホールの 性 トイレ、市内郵
便局7か所

-

人権悩みの相談室の
開設

協働人権課

暮らしの中で起こる人権、女性の人権に関する問題や悩みに専任の女性相談員が対応した。
開設 時：毎週 ・ ・ ・ ・ 曜 （祝 含む）の9時 12時・13時 16時に開設／相談件数：延418件（内
DV相談95件）／特設相談：（ＯＳＡＫＡ 性活躍推進 間に合わせて実施）10 3 （ ）13時 16時／相談件
数：0件、（ 性に対する暴 をなくす運動期間に合わせて実施）11 12 （ ）、19 （ ）18時 21時／相
談件数：0件【夜間相談】、（ 権週間に合わせて実施）12 5 （ ）9時 12時 13時 16時／相談件数：0件

1,714,328

施策の方向②  加害者も被害者も生まないための取組の検討

施策の方向③  相談窓口の充実・周知および相談体制の強化
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生理用品の無償配布
を契機とした相談事
業

協働人権課
課題を抱えている女性を適切な相談支援につなげる一助となることを目的として、災害用の備蓄品を活用し、生
理用品の無償配布を契機とした相談事業を実施した。
配布場所：人権悩みの相談室､社会福祉協議会／配布人数：延51人（内相談につながった人数：延18人）

-

研修会への参加 協働人権課
人権悩みの相談室の相談員およびDV所管課担当職員が相談ノウハウを高めるために各種研修会に参加した。
・内閣府主催「性暴力、配偶者暴力等被害者支援のためのオンライン研修」を視聴受講（職員2人参加）
・大阪府主催「大阪府人権総合講座後期」科目選択（職員1人、相談員4人参加）

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

関係部署・関係機関
と連携した被害者支
援の実施

協働人権課
被害者一人ひとりに応じて、大阪府女性相談センターや庁内担当課、人権悩みの相談室と連携し、被害者の保護
や自立に向けた支援を行った。

-

事業・取組名 担当課 事業・取組内容 決算（円）

人権相談ネットワー
ク会議の設置

協働人権課 DV支援における庁内の連携協力体制を図るため、人権相談ネットワーク会議を設置している。 -

被害者支援に関わる
関係機関との連携

協働人権課
関係機関が集まる会議（11月25日（木）開催「DV相談事業関係者会議」）に参加するとともに、被害者の安全確
保や一時保護が必要とされる場合、警察署や大阪府女性相談センター、大阪府富田林子ども家庭センターと連携
して被害者支援を行った。

-

施策の方向⑤  庁内関係課や関係機関とのネットワークの強化

施策の方向④  被害者の保護と自立支援
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3．計画推進の指標の進捗状況

項 目 策定時 
実績値 

目標値 
令和3年度 

審議会等への女性委員参画率 
26.4％ 

（令和2年3月31日） 

27.6％ 

（令和4年3月31日） 
35.0％ 

管理職（課長級以上）に占める女性職員の割合 
23.6% 

（令和2年4月1日）

22.0％ 

（令和3年4月1日） 
30.0% 

男性職員の育児休業取得率 
9.1％ 

（令和元年度）

16.7％ 

（令和３年度）
30.0％ 



＜資料＞

○地方自治法第202条の3に基づく委員会 ○地方自治法第180条の5に基づく委員会

名称 担当課 委員数(人) 内女性数(人) 比率(％) 前年度(％) 名称 担当課 委員数(人) 内女性数(人) 比率(％) 前年度(％)

防災会議 危機管理室 30 4 13.3 9.7 教育委員会 教育総務課 4 2 50.0 50.0
国民保護協議会 危機管理室 28 2 7.1 3.4 選挙管理委員会 選挙管理委員会事務局 7 2 28.6 28.6
情報公開審査会 総務課 4 1 25.0 25.0 公平委員会 公平委員会事務局 3 1 33.3 33.3
個人情報保護審査会 総務課 4 1 25.0 25.0 監査委員 監査委員事務局 2 0 0.0 0.0
行政不服審査会 総務課 4 1 25.0 25.0 農業委員会 農とみどり保全課 18 2 11.1 11.1
公共施設マネジメント検討委員会 資産活用課 0 0 － － 固定資産評価審査委員会 固定資産評価審査委員会事務局 3 0 0.0 0.0
複合施設整備検討委員会 資産活用課 8 3 37.5 37 7 18.9 18.9
指定管理者候補者選定委員会 行財政管理課 0 0 － －
総合計画審議会   政策推進課 0 0 － 28.6
職員倫理委員会 人事課 5 1 20.0 20.0
特別職報酬等審議会 人事課 0 0 － －
議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等認定委員会 人事課 5 1 20.0 20.0
議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等審査会 人事課 3 1 33.3 33.3
住居表示審議会 市民課 0 0 － －
人権を守るまちづくり審議会 協働人権課 10 5 50.0 50.0
男女共同参画推進審議会 協働人権課 10 5 50.0 50.0
市民協働推進委員会 協働人権課 10 4 40.0 40.0
いじめ問題再調査委員会 協働人権課 0 0 －
環境保全審議会 環境衛生課 0 0 － －
障害者介護認定審査会 福祉総務課 16 3 18.8 18.8
保健福祉計画推進協議会 福祉総務課 16 10 62.5 62.5
民生委員推薦会 福祉総務課 12 4 33.3 33.3
介護認定審査会 高齢介護課 38 10 26.3 26.3
地域密着型サービス運営委員会 高齢介護課 7 2 28.6 28.6
地域包括支援センター運営協議会 高齢介護課 7 2 28.6 28.6
老人ホーム入所判定委員会 高齢介護課 7 2 28.6 14.3
国民健康保健運営協議会 保険年金課 14 4 28.6 28.6
子ども・子育て会議 子育て支援課 9 8 88.9 90.0
児童福祉審議会 子育て支援課 5 3 60.0 40.0
市立休日急病診療所運営委員会 健康課 11 3 27.3 27.3
健康づくり推進協議会 健康課 20 8 40.0 40.0
予防接種健康被害調査委員会 健康課 8 1 12.5 12.5
健康増進計画・食育推進計画策定委員会 健康課 0 0 － －
都市計画審議会 都市計画課 14 1 7.1 7.1
景観審議会 都市計画課 9 0 0.0 0.0
空家等対策協議会 都市計画課 9 1 11.1 11.1
市立藤井寺市民病院医療倫理委員会 市民病院事務局 0 0 － －
市立藤井寺市民病院改革プラン評価委員会 市民病院事務局 0 0 － ＜全体＞
市立小中学校通学区域審議会 学校教育課 0 0 － －
市立学校教科用図書選定委員会 学校教育課 0 0 － 22.2
いじめ問題専門委員会 学校教育課 3 0 0.0 20.0
文化財保護審議会 文化財保護課 8 2 25.0 14.3
史跡古市古墳群整備検討委員会 文化財保護課 6 0 0.0 0.0
生涯学習審議会 生涯学習課 13 7 53.8 53.8
市立小･中学校体育施設開放事業運営委員会 スポーツ振興課 9 2 22.2 20.0
スポーツ推進審議会 スポーツ振興課 7 3 42.9 42.9

369 105 28.5 27.0

前年度(％)

406 112 27.6 26.3

計

審議会等女性委員比率（令和4年3月31日現在）

計

委員数 内女性数 比率(％)
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○女性委員割合（目標値:35.0％）

○女性委員がいない審議会

■審議会等女性登用率進捗状況

  ※人数は、地方自治法第１８０条の５及び同第２０２条の３に基づく委員会の合計人数
  ※年度の最終日現在の数値

  ※審議会数は、地方自治法第１８０条の５及び同第２０２条の３に基づく委員会の合計
  ※年度の最終日現在の数値

資料１－１

年度 審議会数 女性委員０の審議会

平成２９年度 41 6

平成３０年度 43 7

令和元年度 42 7

令和２年度 41 4

令和３年度 40 5

26.7% 26.9% 26.4% 26.3% 27.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

111人／416人116人／432人 113人／428人111人／426人 112人／406人

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度



総数 女性数 女性比率

○全管理職（課長級以上） ○部長相当職

○次長相当職 ○課長相当職

○課長補佐相当職 ○係長相当職

■女性職員の登用状況
（提供 人事課）
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■DV相談件数

事務局 相談室 合計 事務局 相談室 合計 事務局 相談室 合計 事務局 相談室 合計 事務局 相談室 合計

21 21 42 21 17 38 31 80 111 49 50 99 23 95 118

うち
生活の本拠をともにする交際相
手からの暴力(同棲)

0 0 0 0 1 1 2 0 2 2 1 3 0 1 1

うち
生活の本拠をともにしない交際
相手からの暴力(デートＤＶ)

0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0

17 14 31 21 12 33 26 17 43 33 10 43 19 12 31

女性 16 14 30 21 10 31 25 16 41 32 8 40 18 11 29

男性 0 0 0 0 1 1 1 0 1 0 0 0 0 1 1

本人以外 1 0 1 0 1 1 0 1 1 1 2 3 1 0 1

女性 17 14 31 21 11 32 25 17 42 33 10 43 19 11 30

男性 0 0 0 0 1 1 1 0 1 0 0 0 0 1 1

10代 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20代 1 2 3 1 2 3 10 1 11 6 2 8 4 2 6

30代 4 1 5 3 4 7 4 2 6 9 1 10 3 1 4

40代 4 3 7 8 3 11 2 4 6 7 0 7 5 4 9

50代 0 1 1 7 1 8 4 4 8 3 1 4 2 1 3

60～64歳 3 0 3 0 0 0 1 1 2

65歳以上 1 1 2 1 1 2 2 2 4

60代 1 0 1 1 2 3

70代 2 1 3 1 1 2

80歳以上 1 0 1 0 0 0

不明 4 6 10 1 1 2 3 3 6 4 5 9 3 1 4

電話 2 9 11 1 3 4 2 8 10 9 35 44 3 41 44

面接 19 12 31 17 13 30 25 71 96 33 9 42 19 54 73

その他 0 0 0 3 1 4 4 1 5 7 4 11 1 0 1

9 5 14 7 4 11 13 5 18 22 6 28 7 4 11

一時保護 0 0 0 0 0 0 2 0 2 1 0 1 1 0 1

他機関紹介（引継ぎ） 11 0 11 15 0 15 14 2 16 18 2 20 14 0 14

助言 4 1 5 4 0 4 6 78 84 21 45 66 4 93 97

情報提供 6 0 6 2 0 2 9 0 9 9 1 10 4 2 6

傾聴 0 20 20 0 17 17

※協働人権課・藤井寺市人権悩みの相談室における対応件数

令和3年

相談対応
（延相談件数）

児童と同居（相談人数）

相談者性別
（相談人数）

延相談件数

相談人数

被害者性別
（相談人数）

被害者年代
（相談人数）

令和元年平成30年

相談形態
（延相談件数）

平成29年 令和2年

資料１－３



令和４年度 男女共同参画推進事業の取組予定 

※★は実施済事業 

１．啓発事業 

（１）男女共同参画フォーラム（★） 
男女共同参画について理解を深めるため、女性の自立をテーマにインタビュー式の

講演会を実施した。50周年を迎えた漫画「ベルサイユのばら」に込めた作者の思いや
当時の時代背景などに触れながら、女性の自立についてお話しいただいた。 
【テーマ】「なぜ『ベルばら』に魅了されるのか オスカルが教えてくれたこと 」
【講 師】池田 理代子 さん（劇画家） 
【日 時】7月 13 日（水）14時 15 時 30 分 

（２）男女共同参画推進講座 
詳細は、資料 2-1 のとおり 

（３）動画配信 
 男女共同参画に関する啓発動画を藤井寺市公式You Tube チャンネルにて配信する。 
 ①ＤＶについて【配信中】 
 ②アンコンシャス・バイアスについて【配信中】 
 ③ワーク・ライフ・バランス【R4年度中配信】 

（４）女性に対する暴力に関する取組 
①デートＤＶ出前講座 
若年層へのＤＶに対する理解向上を図るために、若年層の間で問題となっているデ

ートＤＶ（交際相手からのＤＶ）についての出前講座の実施を働きかける。 
  【対 象】市内中学校・高等学校の生徒 

②広報紙（11月号） 
   女性に対する暴力について理解促進を図るため、11 月 12   25 日の女性に対する暴
力をなくす運動期間に合わせて、「知ろう 学ぼう 人権」のコーナーで啓発記事を掲載
する。 

③パネル展 
女性に対する暴力防止啓発のためのパネル展を実施する。 

  【日 時】①11月  2 週間程度 
      ② 3 月 2 週間程度 
【場 所】①市役所 1階ロビー 

       ②イオン藤井寺ショッピングセンター 

資料２ 



④パープルライトアップ 
女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせて、公共施設をパープルにライトアッ

プする。 
  【場 所】①市役所本庁舎 

②アイセル シュラ ホール  
  【日 時】①11月  2 週間程度 18 時 22 時 
       ②11 月  1 日のみ  17 時 19 時 

⑤夜間相談 
女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせて、人権悩みの相談室を夜間に開設し、

電話相談に対応する。 
【日 時】11月 11 日(金)、18 日(金) 18 時 21 時 

（５）その他啓発 
①広報紙（★） 
（４月号）4月の「若年層の性暴力被害予防月間」に合わせて、JKビジネス・AV出演強

要についての啓発記事を掲載した。 
（６月号）男女共同参画について理解促進を図るため、6月 23   29 日の「男女共同参

画週間」に合わせて、市広報紙にて男女共同参画特集記事を掲載した。 

②男女共同参画情報紙 
情報紙「まい・ゆあ・せるふ Vol.11」を講座や講演会にて配布および市役所ロビー

や窓口等に配架する。 

２．相談事業 

（１）人権悩みの相談室 
  女性の人権をはじめとする様々な人権に関する悩みについて、当事者自身による主体
的な課題解決に向けて相談事業を実施する。 
【開設日時】毎週月・火・水・金・土曜日（祝日含む）9時 12 時・13時 16 時 
      ※11 月、12 月に特設相談を実施 
【相談形態】面接、電話、出張、寄り添い等 

（２）生理用品の無償配布を契機とした相談事業 
課題を抱えている女性を適切な相談支援につなげる一助となることを目的として、災
害用の備蓄品を活用し、生理用品の無償配布を契機とした相談事業を実施する。 
【配布場所】人権悩みの相談室、社会福祉協議会 



テーマ 開催時期 回数 実施形態 ターゲット層 概要 講師

フェムテック
7月9日（土）
10時 12時

1 対面
 性（20 30

代）

女性特有の病気や生理現象などを含む、女
性の生きづらさをテクノロジーで緩和する
フェムテックの意義について学ぶととも
に、その商品を実際に見て触れる。

林祐子氏（こうの
とり倶楽部助産

師）

子連れ離婚後のマネーライフ
プラン

9月26日(月)
10時 11時30分

1
オンライン生配信お
よびオンデマンド配
信（1カ月）

子連れで離婚を考
えている人や離婚
後の人、支援者

ひとり親の女性を支援して女性活躍推進へ
つなげるため、ひとり親の場合のお金事情
（教育費や生活費など）について具体的
に学ぶ講座とする。

加藤葉子氏（ファ
イナンシャルプラ
ンナー）

孫に好かれる育じい 10月の平日 1 対面 シニア男性

性別役割分担意識の解消に向けて、男性
が当事者意識を持って家庭への積極的な参
画を促すため、シニア男性が孫育てにつ
いて学ぶ講座とする。

未定

遠すぎず近すぎない と娘 11月の平日 2 対面
 との関係に悩む
女性や支援者

家族の中でも共依存になりがちな「 
娘」関係のしんどさに気付くとともに自分
を見つめ直し、自分らしくいられる
「 」との距離感を つける講座とする。

未定

男女共同参画（アンコンシャ
ス・バイアス）の視点でのメ

ディア・リテラシー

12月18日(日)
13時30分 15時30

分
1

対面およびオンライ
ン生配信

興味のある方

SNSにおける受発信の実例などをもとに、
ジェンダー視点から表現方法に疑問を持つ
ことで、ジェンダー視点を養う講座とす
る。

アルテイシア（作
家）

男女共同参画の視点からの防
災

1月 2
オンデマンド配信
（1ヶ月）

防災に関わる地域
の人をはじめ興味
のある方

災害時の避難所などでの性被害の実態・
対処法、その他女性に起こりうる困りごと
などについて学ぶ講座とする。

未定

婚活にみる女と男の溝 3月 1
オンデマンド配信
（1ヶ月）

20 40代

婚活現場における相手（異性）に求める
条件は性別で大きな差があるが、その実
態に触れながらジェンダーについて理解を
深める講座とする。

未定
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